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EU加盟交渉の最終局面
—何をめぐり東欧と EU は交渉しているのか一一
田中 宏
はじめに
東欧諸国の EU加盟交渉がほぼ最終局面に入りつつある。 1989年に出港
した東欧諸国はヨーロッパ回帰という長期の航海を終えて今ようやく EU
という港に入港しようとしている。 13年の歳月はこれまでの EC/EU拡大
の歴史で最長である。では，最終局面の交渉は何をめぐり，何を焦点にし
て進行しているのか。その点を解明することが本稿の課題である。本稿は
以下の順序で行う。最初に， 2002年までの加盟交渉のプロセスを振りかえ
り，次にアキ·• コミュノテールの各項目の交渉を詳論する。
1. ベルリン89からコペンハーゲン93をへて
コペンハーゲン2002ヘ
1989年「ドミノ倒し」のような体制転換が東欧で開始され，「ベルリン
の壁」が崩壊した。 91年には米ソ冷戦の 2極構造も崩れたので，世界秩序
そのものの再構成が提起された。だが，西側は旧来の世界秩序のなかに東
欧諸国を吸収しようとした。この初期の段階では，市場統合に集中してい
たECは東欧の移行，民主化を支援することを政治的に表明しながらアド
ホックな対応に追われた。それらの結果，一方では，外交関係の確立と差
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別的輸入制限の撤廃そして一般特恵の供与，貿易協力協定の締結が急が
れ，他方では， EC主導による G24の東欧支援の開始と調整， PHAREプ
ログラムの作成・実施， EBROの設立そして連合協定としての欧州協定の
締結が行われた。この欧州協定は90年代を通じて東欧10ヶ国と締結され
た。それは 2つの重大な欠陥を抱えていた。第1に，他の連合協定に比べ
てメリットが少なく，資金援助，農産物貿易の自由化，人の移動の自由化
が慎重に回避され，第2に，将来の EU加盟については外交的言辞を与え
るものではなかった。つまり，東欧諸国の欧州回帰の願いを十分に叶える
ものではなかった([9 J)。
初めて加盟について外交的言辞を与えたのは1993年6月コペンハーゲ
ン・サミットであった。この理事会は連合協定諸国の将来の加盟を公式に
認め，加盟のために達成すべき 3基準決定（政治的基準，経済的基準，加
盟国の義務の遂行能力基準）を確定した。これにより， EU加盟は「賛否」
「願望」の問題ではなく，時期と方法，ルートの問題になっていった。そ
の点では前進したが， 2つの問題を抱えていた。第1に，それまでの拡大
と違い，加盟候補国を特定できなかった。まだ連合協定交渉中あるいは交
渉を開始していない国さえもが加盟国対象となる東方大拡大路線が敷かれ
ることになった。これは欧州の安全保障上の判断が優先され，どの国を加
盟候補国とするか，の合意が加盟国間に形成できなかった結果である。第
2に， 3基準そのものが曖昧であった。そのために，東欧諸国に EU加盟
の確信，そのための改革努力への的確なインセンティブを十分提供できな
かった。さらに，この 3基準に追加的基準を加味するかどうか（例えば，
地域協力能力）について公式・非公式の確執が続いた。
また， 90年代の初期にさまざまな欧州回帰の構想と提案が出された
([ 8])。待合室アプローチ論 (EUにリンクする組織，例えばヨーロッパ
経済領域 (EEA)やEFfAに一旦加盟して準備したのちに加盟），平行統
合アプローチ論（東欧独自の統合・ユニオンを形成することで経済格差の
是正），部分的加盟論 (CAPや構造基金，移民条項からの排除）などがそ
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れである。しかし，これらは，加盟交渉の開始を遅延させる口実をつくり
出すもの，二流の国家・市民に留める試みとして，東欧側から苛立ちを
もって解釈された。 EU内部では拡大論者と深化論者との深刻な対立が
あった。
このような状況が根本的に変化したのは，欧州委員会の「アジェンダ
2000」の発表からである。この報告書は 3部から構成されている。主要な
共同体政策の将来像と2000年ー 2006年の EUの財政的展望そして EUの拡
大についてである。それは，全体として①アキ・コミュノテールの本格的
導入交渉の開始，そのためのロードマップの提示，②コペンハーゲン 3基
準の達成度の検証により，ホーラント，チェコ，ハンガリー，スロヴェニ
ア，エストニアの 5ヶ国を交渉相手国として認定，③東方拡大のマイナス
の影響を市場重視，限定された財政出動 (EUのGDP比率1.27%の予算
シーリング），経済運営の革新と自己規律の強化，南欧・ アイスランドの
経済統合経験のプラグマティックな応用（国際資本市場重視）で東西地域
間格差を克服すること（以上 [13]),④加盟前過程の支援財政的枠組みの
提案を構想したものであった。ここでは， 5ヶ国という限定された東方拡
大をミニマムな財政・資源動員で行う路線が提起されている。
「アジェンダ2000」路線を承認した1997年12月のルクセンブルグ・サ
ミットは，各国のメリットに従って，加盟時期・テンポを差別化し， 3基
準を満たす候補国のみと加盟交渉を開始するという「差別化の原理」を認
め，そしてこれを前提にして拡大の 2股接近法 (two-pronged) を採用し
た。一方では，翌年 3月31日からキプロス，チェコ共和国，エストニア，
ハンガリー，ポーランド，スロヴェニアの 6ヶ国（ルクセンブルグ・グ
ループ）とは加盟交渉を開始すると同時に，他方では，それに先だって 3
月12日にヨーロッパ・コンフェレンスを開催して， 12ヶ国（東欧10ヶ国＋
キプロス，マルタ）を政治的協議のための多角的枠組みのフォーラムの中
に入れた。それは加盟パートナーシップのもとに，残りの東欧5ヶ国につ
いても，加盟過程を促進することを狙っていった ([ll])。しかし，この
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方式は第 2陣の加盟候補国から不満が続出した。 EUは拡大のための機
構・制度改革の遅延とどの国を加盟第一陣にするかの意思決定に揺れるこ
とになる。
1999年3月に開催されたベルリン・サミットでは限定された拡大のため
のミニマムな財政・資源動員路線の具体化が合意された（後述）。ところ
が， 1999年12月に開催されたヘルシンキ・サミットでは限定された拡大路
線が修正される。つまり，加盟の政治的基準は絶対的だが，経済的基準は
それを満たしていない加盟候補国（トルコ含む）も，それに必要な措置を
とる用意がある湯合には，加盟交渉のテーブルにつくことができるように
（＝イコールフッティング論([9 ] p.154))決定して，ヘルシンキ・グ
ループとの加盟交渉（トルコも含む）は翌年2月15日から開始された。他
方，加盟交渉にさえ入っていない旧ユーゴスラヴィアの西バルカン諸国に
ついては， 2000年11月に開催されたザグレブ・サミットで将来加盟も視野
にいれることが合意された ([12])。
ところで，アムステルダム条約の「3つの未払い金」を解決するために
もたれた2000年12月ニース・サミットは， 2004年に新加盟国を受け入れる
ための EUの制度的変更（ニース条約）を承認した([5])。2001年12月
のラーケン・サミットではタイムテーブルの再確認とトルコ，ルーマニ
ァ，ブルガリアを除く 10ヶ国の加盟のあり得ることが合意され，「ビッ
グ・バン」方式への復帰がなされた（以上，[7 ])。
現在の予定では， 02年10月， EU委員会が加盟適格国を指名し，最終的
な交渉に10月末に入り，同年12月，コペンハーゲン・サミットが最終的な
第一陣の加盟国を決定することになっている。今年 6月のセビリア・サ
ミットは来年3月の正式調印を決定した。
今年前半の交渉過程では， EU委員会の提案は，①1999年のベルリン・
サミットのグローバル財政シーリングを新規加盟国も遵守する，②移行措
置期間が必要であっても共同体のすべての共通政策に参加する，③農業政
策と地域政策の改革論争とは分離して拡大交渉を行う，というものであっ
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た。 6月10日の閣僚理事会は農業章にかんして合意に達することができな
かった。対立点は，新規加盟国の農民がいつから CAPからの補助金を受
けることができるのか，をめぐってである([4 J)。
2. コペンハーゲン 3基準と
アキ・コミュノテール交渉の現段階
では，交渉の現段階を確認していこう。コペンハーゲン 3基準の到達点
については， 2001年度「戦略レポート』によれば以下のようにまとめるこ
とができる ([2] [3])。
政治的基準にかんしては， トルコを除くと，すべての加盟候補国で条件
を満たしている。機能する市場経済の存在およびEU内部の競争圧力に対
応できる能力という 2点の経済的基準では，キプロスとマルタは 2点の基
準をクリアし，チェコ，エストニア，ハンガリー，ラトヴィア， リトアニ
ア，ポーランド，スロヴァキア，スロヴェニアは前者の点をクリアし，後
者の点も対応できるだろうと判断している。ブルガリアについては，機能
する市場経済に接近し，第2の点もかなりの大胆な改革を継続することを
条件に対応できるだろう。ところが，ルーマニアは 2つの点をいずれも達
成していない。
第3の基準については， EUのアキ・コミュノテールを各国の法体系に
移し替え，それを効率的に実行できる行政構造・能力が注目されている。
では，それぞれの章別にその交渉内容を確認していこう。
(1)財の自由移動分野。焦点は調和領域の財の製造物規制を遅くとも
加盟時までに新加盟国に移項すること，また，規制のための信頼できる行
政能力を育成することが重視された。 (2)人の自由移動分野。ここでは
専門的資格の相互承認，市民の権利，労働者の自由移動，社会保障スキー
ムの 4つがある。最大の論点は， EU側よりの移行措置の提案＝シェンゲ
ン条約完全実施への 2段階プロセス論である。労働者の西側への自由移動
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については大量移動を否定する研究予測もあるが， どの国でどの方向に移
動が起きるか，不確実性が残る。 EU側はこの問題が拡大反対の世論と結
びつくことを恐れている。 2段階プロセス論とは以下の通りである。①加
盟国は 5年間の制限の移行措置をとる。②制限開始後， 2年を経過した時
点で， EU全体と各国別に労働移動に関する調査を実施して，その結果に
もとづいて閣僚理事会が，移行措置の廃止・期間短縮，セーフガード適用
の有無，移行措置実施国の特定を全会一致で行う。③移行措置の 5年間が
経過したのち，極めて深刻な影響のある加盟国は最大限2年間のその延長
が認められる。そして最長で 7年間の規制移行期間が終了した時点からは
加盟国がセーフガード発令に移行する。ドイツとオーストリアはサービス
の特別な部門にかんしては制限を講じる権利を有する。資格の相互承認で
は，旧社会主義時代（あるいは旧ソ連）の資格を如何に評価するのかが焦
点となった。対応は専門性の水準を維持するための行政的手段，教育訓練
の開発を行うことである。
(3)サービス供給の自由化分野。この章は金融サービス，個人データ
の保護職人等のサービス提供の自由化，自己雇用型商業店舗開設，情報
社会標準・規制などが含まれているが，人の移動，資本の移動の章と重
なっている。申請国は自由化制限を要求し， ドイツとオーストリアは建設
とクリーニングで保護主義措置をとる。 (4)資本の自由移動の分野。こ
の章はクロスボーダーの金融取引・移転に留まらず，信用決済，マネーロ
ンダリングから資産・負債の所有権移転を伴う資本移動までを対象として
いる。多くの申請国に対して不動産， とりわけ外資による農地，森林の取
得を制限する移行措置が認められている。 (5)会社法分野。この章は情
報公開公営会社の設立，会計法，知的・産業所有権，民事商法関連をも
含む。争点は，化粧品の産業所有権，海賊・偽造対策，商標についての移
行措置の承認であった。 (6)競争政策分野。国家独占と事業ルール，公
共事業，国家援助ルール，合併にかんして検討された。特に，新加盟国の
企業がEUの競争政策環境に習熟しているかどうか，が評価された。
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(7)農業分野。ここは最大の交渉項目をもち，難航している項目であ
る。 EUの東方拡大は東欧産の安価な農産物輸入と CAP関連の補助金の
カットで加盟国農業に脅威を与えると予測された。これが難航の背景であ
る。しかし，このような予測的な理解は，①EUの対東欧農産物貿易は実
際には黒字に転換している，②東欧農業は家族小経営で生産性の向上，
マーケティング能力，食品の質と安全性基準のクリア， EU基準のクリア
で十分な競争力をもたず，またそのための投資負担に耐えられない，
③ CAPの実施は②の克服に十分効果を発揮しない，④東欧の離農者＝過
剰労働力人口が将来EU労働市場に大量に流出することは技能・教育水準，
高年齢から予測しがたい，ことから脅威論の過大評価の恐れがある。この
章の交渉はどこの国とも終了していない。主要な対立点は，直接支払い，
参照基準の質の決定，共通農業組織の行政的構造，獣医学分野での認証，
国境検育，家畜の公的健康保護措置に関して，である。前述のように，農
家への直接支払いで合意が成立していない。 (8)漁業分野。この分野は，
資源の管理検査コントロール，漁業船団登録，市場政策にかんする行政能
力と 2つの申請国（ポーランドとラトヴィア）からの特別な要求が主要な
議論になっている。
(9)運輸政策分野は道路輸送が最もセンシティブな論点となった。 EU
側は国内運輸市場を新規加盟国の業者に開放し，移行期間を経て新規加盟
国が市場開放することを要求した。申請国は国内市場での営業 (national
cabotage)の即座の自由化にば慎重である。 2年ないし 3年の移行期ある
いはセーフガードの発令をめぐり交渉された。 (10)課税分野。候補国か
ら出された間接税の移行措置と逸脱条項，企業課税の移行措置について議
論された。税率が焦点となった。 EU諸国はこれに対してセーフガードを
発令する議論で対抗した。その結果，幾つかの製品にたいする付加価値税
の税率の引き下げ• 免除，物品税の課税の移行措置がほとんどの国と合意
された。
(11)経済通貨同盟分野。一般的に， EU加盟＝マーストリヒト経済通
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貨同盟の基準クリア論が主張されているが，正確ではない。新規加盟国
は，加盟の日から，ユーロを導入しないが経済通貨同盟に参加することが
予定されている（条約122条に基づき，理事会は加盟国に条約の多数の条
項が適用されないことを意味するデロゲーション（逸脱）を決定できる）。
つまり，①加盟前段階，②加盟段階，③ユーロ導入の継続的3段階論が想
定されている。 EMU自体の参加条件（①から②への移行）は第4章の資
本の自由化条件，独立した中央銀行，公共部門への中央銀行からの直接融
資の禁止をクリアしていることである。②の段階で統一通貨を導入できな
いのは， EU条約が政府の財政ポジションの持続可能性について評価する
ことを義務づけており，また為替レートメカニズム (ERMI)に加盟し
ていないからである。 EU加盟後ある時点でERMIに加盟し，加盟国の
通貨はこの時点でユーロにリンクするようになる。その場合にはユーロは
アンカー通貨として役割を果たす。その後2年間が経過すると，ユーロ参
加基準を達成しているかどうかの審査と意思決定がなされる。英国のよう
に，オプトアウトの権限は新加盟国には与えられていないので，いかなる
移行措置もあるいは特別の措置も考慮されていない。また，一方的なユー
ロイゼーションも拒否されている。
ERM I加盟後の 2年間は実質的な収緻化のための時間となる。収緻基
準の採用は新加盟国の利益にもなるが，あまりに早期のユーロ採用はリス
ク，不適切な経済政策，経済への負担をかける。だから，真のキャッチ
ァップがここでの課題となる。第1に，ユーロにアンカーすることで，単
ー通貨政策のもつ信用credibilityを獲得できると同時に，第2にキャッチ
ァップや資本市場の自由化に対応する政策の実行のために一定程度の弾力
性（独自の政策の維持）も提供する。③のEMUの第3段階では，安定成
長協定が適用されて，経済政策の多角的サーヴェランスが実施される。
(12)統計分野と (13)雇用と社会政策の分野は省略する。 (14)エネル
ギー分野。東方拡大はEUのエネルギーの域外依存度を強める。 EUは新
加盟国に，リストラを含む全面的エネルギー政策の決定，域内エネルギー
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市場への参加準備， 90日以上の石油備蓄の準備，石炭鉱山のリストラ，省
エネと再生エネルギーの利用，原子力発電の安全性の向上，核廃棄物の安
全性の保証を迫っている。この分野では， EUからの積極的支援（加盟前
支援）と申請国の自己投資がなされている。特に原子力発電の安全性（特
にリトワニアのlgnakina原発，スロヴァキアのBohenice-Vl原発，ブル
ガリアのKozluduy原発についてはEUサミットが「拡大のなかでの原子
力安全性報告」を提出し，勧告案を 3ヶ国にたいして提示）については勧
告，モニターを繰り返している。石油備蓄の建設で移行措置が多くの国で
受け入れられた。 (15)産業政策の分野（省略）。 (16)中小企業の章。中
小企業重視への転換と2000年6月の小企業憲章に署名することが望まれて
いる。
(17)科学研究分野と (18)教育訓練の分野では，ヨーロッパ協定締結
以降候補国がEUのプログラム・団体に加盟前に参加することが認めら
れ，行政能力，インフラの整備がもとめられている。 (19)テレコミュニ
ケーション ・IT・郵便サービスの章の交渉では，加盟申請国は EU政策と
合致した国家テレコミュニケーション政策を作成すること， EU市場の競
争圧力に備える主役を育てること，その市場を準備すること，規制枠組み
の客観的な作動を保証すること，遅れた地域へのユニヴァーサルサービス
を保障すること，が必要となった。この分野に民間資本を導人すること
と，規制と営業主体を分離することが最低限必要とされる。郵便分野では
国家政策，市場主体の形成，市場の育成が求められている。 (20)文化視
聴覚政策分野は省略する。
(21)地域政策と構造手段の分野では，候補国は加盟時に，管理運営能
カ（適切な法的枠組み構築，地域組織の設置，開発プランとパートナー原
則での実施，モニタリング等のプログラミング能力の育成，行政能力，金
融財務能力）の形成という必要条件をみたさなければならない。 (22)環
境分野。環境に関するアキの国内法への移項，その実施が候補国の主要な
課題となる。 EUは交渉の初期の段階から移行措置をできるだけ短期，狭
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い範囲（長期間を要するインフラ整備），詳細な計画を伴ったものにする
ことを提案していた。これにたいして，すべての申請国は移行措置とその
技術的適用を求めたが，移行措置は14項目に限定された。 (23)消費者保
護分野は省略する。
(24)司法と内務分野の交渉では，候補国国境管理，不法移民，薬物密
輸，マネーロンダリング，組織犯罪，情報保護等および独立した司法制度
の構築という課題で加盟国の間の信頼を獲得できるのか，その領域での行
政能力を加盟時までに信頼できる水準に高めることができるのか，が焦点
となった。この点で最も注目されるのは，前述のシェンゲン条約に関連す
るアキである。この問題では全会一致の理事会決定によって改めて承認さ
れる。この交渉では移行措置が執られていないが，実質的には終了期間の
無限定な，もっとも厳しい移行期間が設定されている。
(25)関税同盟分野。交渉では，関税行政の管理能力の立ち上げについ
ての情報の提供，法的基盤の整備，関税収入の全面的管理，関税組織の完
成各地の関税施設の設置，コ‘ノヒュータ化と IT化，が求められた。移
行措置ではハンガリーのみがアルミ輸入について 3年間の移行期間を設定
している。 (26)対外政策分野。加盟時には第3国との貿易経済協力協定
の破棄が求められる。 (27)共通外交安全保障政策分野の交渉（略）。
(28)金融統御分野での交渉では，公共分野内部統御 (PIFC),外部監
査， EU独自資金関連統御措置， EU加盟前基金と将来構造・行動の正確
な実施・統御・モニタリングと評価， EU規則に基づく EU金融利害の保
護実施，の 5分野における行政能力が問われ，新加盟国から何ら移行措置
は要求されなかった。 (29)金融財政分野。 EU規則・決定の効果的適用
を加盟時に確保することが争点であった。例えばEUの「独自財源」の効
果的な施行行政能力も求められ，その点では各国財政体系を EUノルムに
合わせる必要がある。すべての候補国には EU財政への「独自財源」の上
納支払いについて移行措置を要求している。 EUへのその分担支払いが加
盟と同時に発生するのにたいして，新加盟国に有利な EU財政支出への新
EU加盟交渉の最終局面（田中） (405) 167 
加盟国の完全な参加は遅れる。そこに時間的ラグがある。 EU側の方針は，
加盟と同時に「独自財源」ルールを適用して， 2004-2006年に限り一時的
に財政補償を一括支払い形式で行うというものである。その総額はベルリ
ン・サミットで決定した拡大のための支援額の上限以内とする。最後に
(30)制度分野の交渉を見ていこう。これは EU制度全体のなかに新加盟
国を統合することを狙ったものである。この点ではニース・サミットと
ニース条約，付属プロトコールが関連しているが，後者はまだ批准途中で
あり， 2002年末までの終了が求められている。
最後に，構造基金と財政問題のみを取りあげよう。
前述のように， 1999年 3月ベルリン・サミットは2000-2006年の財政的
枠組みについて政治的合意に達した。「財政展望」である。それは，①最
大限の支払いの上限は GDPの1.27%として自己資金の上限を変えないで，
それぞれの支出毎，毎年のコミットメント額の絶対的上限を定める，②共
通農業政策と構造基金，結束基金の改革を行う，③候補国への加盟前支援
額を倍増する (31億ユーロ），④加盟融資のためのリザーブ額を2002年65
億から168億ユーロに増額する， という点である。その上さらに，以下の
ような上限の設定によって東方拡大関連支出経費の膨張抑制，財政の厳格
な規律化を達成しようとしている。
第1に，歳出項目毎に毎年の上限総額を決定し， 2000-2006年の総支払
いのための歳出予算額を最大限EUのGDPの1.11%までに制限する。第
2に，構造基金の利用は 3つのチャンネル (PHAI氾は1990年から東欧諸
国の移行支援として継続，主要には制度構築と投資のための支援に利用。
SAPARDは農業部門のリストラと農村開発であり， ISPAは運輸・環境関
連投資）を通じてなされるが，この支援の受給資格は自動的ではなく，そ
の吸収能力によって制限する。第3に，拡大が実現すると，加盟前の支援
額が減額され，通常の EU共通政策関連基金から支出するようにする。第
4に，そのトータルな構造的移転額は受給国の GDP総額の 4%までに限
定する。
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ベルリン合意は， 2002年の 6ヶ国加盟を前提にしていたが，この2つの
前提が現在修正されている。しかし， 2001年『戦略レポート』は，加盟国
の増加による費用増額はその後の拡大コスト計算の低下と，加盟時期が2
年間遅れたことによって埋め合わせることができると提案している。
マムな財政・資源動員路線の継承である。
終わりに
ミニ
以上の点から何が明らかになったのか。第1表は移行措置を加味してア
キ・コミュノテールの到達度を表したものである。アキにかんする交渉
は，アキの適用についての交渉ではなく，アキをどのようにして適用する
のか，そのための可能な支援，完全適用にむけての移行期間，デレゲー
ションのあり方についての交渉である([6])。各国別には検討しなかっ
たが，表向きの交渉終了の宣伝とは異なり，人の自由移動，競争，農業，
運輸，課税，環境，司法・内務，金融財政，制度など3分の 1以上の項目
で協議中かあるいは協議が終了しても移行期間等が設定され，そしてア
キ・コミュノテールを効率的に実現できる行政構造・能力（とその各国別
の格差）が注目・指摘されている。さらに言えば，コペンハーゲン第2基
準に関連した市場経済化にも各国間にかなりの格差が存在する ([11])。
にもかかわらず，第2に， ミニマムな財政・資源動員による東方大拡大路
線が追求されている。それが何を意味し，何をもたらし，いかにすべき
か，それが次の検討テーマである（この点で論点整理は[1]参照）。
第
1
表
加
盟
申
請
国
に
よ
る
ア
キ
・
コ
ニ
ュ
ノ
テ
ー
ル
到
達
度
表
(2
00
2年
6
月
11
日
現
在
）
章
別
交
渉
項
目
キ
プ
ロ
ス
チェ
コ
エ
ス
ト
ニ
ア
ハ
ン
ガ
リー
ポー
ラ
ン
ド
ス
ロ
ヴ
ェ
ニ
ア
ブ
ル
ガ
リ
ア
ラ
ト
ヴ
ィ
ア
リ
ト
ア
ニ
ア
マ
ル
タ
ルー
マ
ニ
ア
ス
ロ
ヴ
ァ
キ
ア
1
 
サ資ー
財人本
ビのの
スの自
自の自
由由由
自移移
移由動動
移動
動
T
 
T
 
T
 
T
 
゜
2
 
E
U
T
 
E
U
T
 
E
U
T
 
E
U
T
 
E
U
T
 
E
U
T
 
El
IT
 
E
U
T
 
゜
E
U
T
 
3
 
T
 
T
 
T
 
T
 
T
 
T
 
T
 
T
 
-_
 
T
 
4
 
T
 
T
 
T
 
T
 
T
 
T
 
゜
T
 
5
 
会
社
法
6
 
競
争
T
 
゜
゜
゜
゜
゜
゜
゜
7
 
農
業
゜
゜
゜
゜
゜
゜
゜
゜
゜
゜
―
ー
゜
8
 
漁
業
T
 
T
 
゜
，
 
運
輸
政
策
T
 
(X
) 
T
 
T
 
T
 
゜
T
 
T
 
T
 
゜
T
 
10
 
課
税
T
 
T
 
゜
T
 
T
 
T
 
T
 
T
 
T
 
゜
゜
T
 
11
 
E
M
U
 
~
_
 
12
 
統
計
13
 
社
会
政
策
T
 
T
 
T
 
T
 
T
 
T
 
14
 
エ
ネ
ル
ギ
ー
T
 
T
 
T
 
T
 
゜
T
 
T
 
T
 
゜
T
 
15
 
産
業
政
策
-_
 
16
 
中
小
企
業
17
 
科教
電学
育気
研訓
通信究練
18
 
19
 
T
 
゜
20
 
文
化
視
聴
覚
゜
゜
21
 
地
域
政
策
゜
゜
゜
゜
゜
゜
゜
22
 
環
境
T
 
T
 
T
 
T
 
T
 
T
 
゜
T
 
T
 
゜
゜
T
 
23
 
消
費
者
・
保
務
健
24
 
司
法
内
E
U
T
 
E
U
T
 
E
U
T
 
E
U
T
 
゜
E
U
T
 
゜
E
U
T
 
E
U
T
 
E
U
T
 
゜
E
U
T
 
25
 
対関
税外
関同
盟係
T
 
゜
26
 
27
 
CF
SP
 
28
 
金
融
統
御
゜
―
ー
29
 
金
融
財
政
条
項
゜
゜
゜
゜
゜
゜
゜
゜
゜
゜
―
ー
゜
30
 
制
度
T
 
(X
) 
T
 
T
 
(X
) 
T
 
T
 
T
 
T
 
(X
) 
T
 
T
 
T
 
T
 
T
 
31
 
そ
の
他
交（内
渉訳開
）
始
さ
れ
た
章
30
 
30
 
30
 
30
 
30
 
30
 
30
 
30
 
30
 
30
 
24
 
30
 
交移
行渉
終
了
28
 
25
 
26
 
24
 
25
 
27
 
20
 
27
 
28
 
22
 
11
 
26
 
措
置
10
 
7
 
5
 
，
 11
 
8
 
6
 
10
 
8
 
6
 
1
 
，
 
出
所
：
hp
pt
/ /
ww
w.
eu
.i
nt
/ c
o
m
m
/
 en
la
rg
em
en
t/
ne
go
ti
at
io
n/
よ
り
筆
者
が
修
正
・
作
成
し
た
。
〇
：
交
渉
中
x:
 交
渉
終
了
T
:
 申
請
国
か
ら
の
要
求
に
基
づ
く
移
行
措
置
(X
) 
:
 交
渉
は
終
了
し
て
い
る
が
，
候
補
国
が
承
認
し
て
い
な
い
E
U
T
:
 E
U
側
の
要
求
す
る
移
行
措
置
あ
る
い
は
そ
れ
に
相
当
す
る
も
の
～
：
交
渉
に
入
っ
て
い
な
い
EU
hn
M~
~O
J
津潔
画国
（田
廿）
?
?
?
?
?
170 (408) 第 47 巻 第2・3号合併号
参考引用文献
[ 1] Laszlo Csaba (2000) ; Between Transition and EU Accesion: Hungarian at 
the Millenium, European-Asian Studies, Vol.52, Nr.5. July 2000, pp. 805-827 
[ 2 ] European Commission, Directorate General for Economic and Financial 
Affairs, Enlargement argumentaire, No.5, September 2001 
[ 3] http://www.europe.eu.int/comm./enlargement/report2001 
[ 4 ] Enlargement Weekly,18. June 2002 
[5]藤原豊司著 (2002年）「欧州統合の地平線』日本評論社，第4,5章
[6] p・ハンセン (2002年）「EUの東方拡大」，溝端佐登史・ 吉井昌彦編『市場
経済移行論J世界思想社，第9章， p.214
[ 7] Andras Inotai (2001), Some Reflections on Possible Scenarios For EU 
Enlargement, Some Key Issues in the Negotiations on Accession to the 
European Union, Institute for World Economics of the Hungarian Academy 
Sciences, Working Papers No. 122, December 
[ 8] Robert A Jones (2001), The Politics and Economics of the European Union, 
Second Edition, Edward Elgar 
[ 9]田中宏 (1993年）「中・東欧諸国と ECとの欧州協定」，『高知論叢』（高知
大学経済学会）第48号， 1993年11月pp.235-267.
[10]田中宏 (1998年）「東欧の体制移行とその対外環境ーー地域協力と EU加
盟から見えること―」「ロシア・東欧学会年報』第27号， pp.30-37.
[11]田中宏 (2002年）「東欧」，溝端佐登史・吉井昌彦編『市場経済移行論』世
界思想社， 2002年，第6章
[12]田中宏 (2002年）「EUの南東欧政策と戦後復興計画構想の比較検討」 (2002
年立命館大学研究補助金報告書）
[13]田中素香 (1999年）『EUの中東欧への拡大に関する覚書』『比較経済体制
研究』第6号pp.4-21
[14] Daniel Piazolo (2001), The Integration Process between Eastern and 
Western Europe, Springer 
